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地域交流スペースの物品について 

 

■各室における必要な物品 

 
 ※ 現在、図書スペースに存する図書一式（図書目録含む）を残してください。 

 

■現在「くぬぎ台小学校コミュニティハウス」に設置されている物品 

名称 用意する物品
図書室 テーブル６、イス20、印刷機（コピー機）、冷暖房
事務室 電話

会議室（１）
机12、イス44、電子ピアノ、スタンドミラー、テレビ、DVD/ビデオデッキ（ＡＶ再生機器）、
ミニコンポステレオ（音響）、冷暖房

会議室（２） 机７、イス12、冷暖房

名称 メーカー名型番品質・形状・その他 保管場所等 数量

片袖机 旧JIS5号 事務室 1
片袖机 旧JIS5号 事務室 1
脇机 3段 事務室 1
脇机 3段 事務室 1
事務用チェア エントリーブラックナイロン肘つき事務室 1
事務用チェア エントリーブラックナイロン肘つき事務室 1
スチール書棚 ＦＯ－Ｇ９ 事務室 1
スチール書棚 ＦＯ－Ｇ９ 事務室 1
スチール書棚 ＦＯ－Ｇ９ 事務室 1
スチール書棚 ＦＯ－Ｇ９ 事務室 1
ビジネスロッカー 二人用 事務室 1
キャビネット 木目調 事務室 1
キャビネット ウチダ　スチール製 事務室 1
行事予定表 事務室 1
ＦＡＸ付電話機 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸＫＸＦＫＤ３５３Ｗ－２ 事務室 1
テレビ シャープ１４ＣＧＭ３ 事務室 1
冷蔵庫 サンヨーＳＲ１４ＩＪ 事務室 1
電子レンジ シャープ　ＲＥ－Ｔ３１ 事務室 1
シュレッダー ＭＳＶ１２２－Ｃ 事務室 1
印刷機 リソグラフＲＺ５７０ 図書室 1
ミーティングテーブル ウチダ　ＳＳ６６００ 図書室 6
ミーティングチェア ウチダ　ＭＦ－２７０ 図書室 20
移動式書棚 2列3段両面 図書室 1
移動式スチール書架 4段両面 図書室 1
移動式書棚 2列3段 図書室 1
住宅地図 ゼンリン住宅地図保土ケ谷区 図書室 1
住宅地図 ゼンリン住宅地図旭区 図書室 1
会議用折りたたみテーブル オカムラ　８１８４１Ａ 図書室 2
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名称 メーカー名型番品質・形状・その他 保管場所等 数量

チェア ウチダ　Ｕ３５０４ 玄関 1
チェア ウチダ　Ｕ３５０４ 玄関 1
チェア ウチダ　Ｕ３５０４ 玄関 1
チラシ配架台 可動式　3列5段 玄関 1
チラシ配架台 可動式　3列5段 玄関 1
傘立て オカムラ　スチールパイプ製 玄関 1
行事予定表 玄関 1
ロッカー 3列2段 事務室裏倉庫 1
ロッカー 3列2段 事務室裏倉庫 1
ロッカー 3列2段 事務室裏倉庫 1
ロッカー 3列2段 事務室裏倉庫 1
脚立 ６段 事務室裏倉庫 1
脚立 ３段 事務室裏倉庫 1
掃除機 シャープ　ＥＣＢＴ３ 事務室裏倉庫 1
掃除機 ナショナル　タンクトップ 事務室裏倉庫 1
高圧洗浄機 ケルヒャー　Ｋ５．５２ 事務室裏倉庫 1
木製書棚 ２列３段 事務室裏倉庫 1
ロッカー ウチダ　Ｔ３７１－０３００１Ａ ﾄｲﾚ側廊下 1
ロッカー ウチダ　Ｔ３７１－０３００１Ａ ﾄｲﾚ側廊下 1
ロッカー ウチダ　Ｔ３７１－０３００１Ａ ﾄｲﾚ側廊下 1
掃除機 シャープ　ＥＣＢＴ３ ﾄｲﾚ側廊下 1
脚立 ６段 ﾄｲﾚ側廊下 1
ホワイトボード ウチダ０４０３０５ 研修室廊下 1
ホワイトボード ウチダ０４０３０５ 研修室廊下 1
ホワイトボード ウチダ０４０３０５ 研修室廊下 1
会議用折りたたみテーブル オカムラ　８１８４１Ａ 研修室廊下 3
ミーティングチェア オカムラ　８１０４ＦＸ 研修室廊下 14
会議用折りたたみテーブル オカムラ　８１８４１Ａ 研修室１ 12
電子ピアノ ローランドFP30X-BK 研修室１ 1
ミーティングチェア オカムラ　８１０４ＦＸ 研修室１ 44
ミーティングチェア オカムラ　８１０４ＦＸ 研修室１ 1
スタンドミラー 研修室１ 1
スタンドミラー 研修室１ 1
清掃用具収納庫 研修室１ 1
テレビ シャープ２９ＣＦＧ５０ 研修室１ 1
ＤＶＤ／ビデオデッキ シャープＤＶＧＨ７００ 研修室１ 1
ミニコンポステレオ ソニーＣＭＴ－Ｍ３５ＷＮ 研修室１ 1
会議用折りたたみテーブル オカムラ　８１８４１Ａ 研修室２ 7
ミーティングチェア オカムラ　８１０４ＦＸ 研修室２ 17
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応募書類作成の手引き 

１ 応募申請書 （様式１） 

応募者は、公募土地を借地し、建物を取得する法人となります。よって、共同応募により公募土

地を複数法人で共有により賃借する場合又は、公募建物を複数法人で共有により取得する場合は、

代表法人名で応募申請し、役割等を記入したグループ構成表を提出してください。グループ構成表

の様式は自由です。また、様式２、様式３及び様式５は法人ごとに作成してください。 

横浜市暴力団排除条例等関係事項の記載に当たっては、本手引き末尾の関係法令抜粋を参照してくださ

い。 

その他、添付書類に関して不明な点等については、財政局ファシリティマネジメント推進部ファ

シリティマネジメント推進課に問い合わせてください。

２ 役員等氏名一覧表（様式２） 

役員等氏名一覧表には、法人登記に記載されている役員等（監査役、会計監査人等を含む。）を全て記載

してください。 

役員等が法人・団体である場合は、氏名及び氏名のカナ欄に法人・団体名、住所欄に法人・団体

所在地を記載してください。 

３ 応募法人概要 （様式３） 

(1) 原則として、令和７年６月１日現在で記入してください。

(2) 決算期は、直近から遡って三期分を記入してください。

(3) 人員数は、各期の平均数を記入してください。また、非常用従業員とは、パートタイマー、季節

工及びアルバイト等の臨時に雇用している従業員で、労務費（雑給を含む。）の支払対象者をいい

ます。なお、外注費で処理している人員は含みません。

(4) 主要売上以降の項目は、上位から４つまで記入してください。

(5) 業績は個別決算又は単体決算ベースとしてください。別途、連結決算数値や子会社情報の提出を

求めることがあります。

４ 企画提案書 （様式４）※添付資料が必要となる項目がありますのでご注意ください。 

法人グループの場合は、企画提案全体についての情報に加え、法人ごとの内訳も記載してください。内訳

が記載できない項目については、理由と共に、記載できない旨を記入してください。 

以下は、単体の法人、法人グループを問わず、作成に際しご確認いただきたい事項です。（一部、法人グ

ループのみに関する事項もあります）。 

(1) 「施設配置計画図」は、Ａ３サイズで様式は自由です（配置図、平面図、立面図、断面図及び外

観パース等）。施設・設備の配置、建築物の概要（面積、高さ等）、駐車場（台数）、出入口の位

置、敷地内車両動線等について記入し、添付してください。

(2) 「事業内容」は、提案する施設の概要を簡潔に記入してください。（附帯設置を要する施設は別

に記載箇所が有ります。）

法人グループの場合は、各社の役割・所有形態・建物管理の考え方・出資予定割合等について、別紙

にまとめ、添付してください。別紙の様式は自由です。 

(3) 「地域交流スペースの整備、運営及び維持管理」

ア 「整備形態」は提案内容に該当するものを選択してください。

イ 「面積」は地域交流スペースの具体的な数値を記入してください。

ウ 「配置・構造・動線の工夫等」は新設の建築物内に整備する場合のみ記載してください。ま

た、配置及び動線を記載した「レイアウト図」を添付してください。

エ 「運営計画」は、地域交流スペースの開館日（曜日）、開館時間を記入し、運営方法、利用

料金を選択してください。運営方法について、運営を委託する場合は、予定する事業者名を記

入してください。その他の場合は、運営方法を具体的に記入してください。

オ 「利用方法」は、会議室の予約方法と本の貸出方法について、それぞれ具体的に記入してく

ださい。

カ 「地域に寄与する提案」は、応募者の提案するものを具体的に記入してください。

(4) 「地域防災拠点としての指定」

ア 「レイアウト図」は屋内避難スペース、屋外スペース及び追加スペース（防災備蓄庫）の配
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置を記載したレイアウト図を添付してください。 

イ 「屋内避難スペース」は、面積、平時の使い方及び室数を記載してください。 

ウ 「屋外スペース」は、面積及び平時の使い方を記載してください。 

エ 「追加スペース（防災備蓄庫）※12㎡程度」は、既設の防災備蓄庫の残置に加えて提供いた

だく備蓄用スペースの面積及び配置場所を記入してください。 

オ 「避難スペースの配置・各設備の整備場所の工夫等」は、避難スペースの配置に関する工

夫や、募集要項３(3)イに記載する設備の整備場所に関する工夫等の考え方を記載してくださ

い。 

カ 「施設の管理体制に関する計画（平時）」は、発災時に安全・円滑に地域防災拠点を開設で

きるようにするため、平時から施設を管理する体制や計画等を記載してください。 

キ 「地域に寄与する提案」は、応募者の提案するものを具体的に記入してください。 

 (5) 「地域ニーズに沿った事業の提案」 

ア 「『川島地域のアクションプラン』を踏まえた地域と連携した取組」については、応募者

の提案するものを具体的に記入してください。 

イ 「体育館及びグラウンドの開放」について、開放可否を選択してください。また、開放可の

場合、具体的な開放日時、利用方法、利用料金等について記入してください。 

ウ 「収納スペースの提供場所」について、地域の行事用物品が収納できる屋内スペースの具体

的な配置場所と面積を記入してください。また、施設配置計画図に具体的な配置場所を示してく

ださい。 

(6) 「資金計画」 

ア 「借地に係る初期費用」、「建物取得費用」、「建設費用・改修費用等」及び「その他費

用」は、明細を添付してください。 

イ 「合計投資額に対する資金調達の内訳」は、自己資金、借入金及びその他資金の額を記入し

てください。借入金については、借入先、金額、期間、想定金利等の条件を記入してくださ

い。その他資金については、方法、相手先、金額、条件等をできるだけ具体的に記入してくだ

さい。 

(7) 「雇用計画」は、新たな施設において他事業所からの移転及び新規に雇用を予定している人数

を記入してください。 

(8) 「建築計画、改修計画等」※必要に応じて、階層別の内容等の別紙資料を添付してください。 

ア 「着工時期」は、事業用定期借地権設定契約及び公有財産売買契約を締結後、必要な工事に

着手することを踏まえ、記入してください。 

イ 「しゅん工時期」は、必要な工事がしゅん工する予定日付を記入してください。 

ウ 「供用開始時期」は、指定用途に供する予定日付を記入してください（原則として、公有財

産売買契約締結の日から３年以内に指定用途に供することとします）。 

エ 「建築・改修期間中の周辺環境への配慮」、「建築・改修期間中の交通対策」は、公募土地

の周辺地区には集合住宅が立ち並んでいることを踏まえ、応募者の提案するものを具体的に記

入してください。 

オ 既存校舎等を活用する場合は、「事業開始に必要となる修繕及び改修工事等の工程表及び関

係図面等」及び「事業用定期借地期間中の既存校舎等の維持保全計画表」を添付してくださ

い。様式は自由です。 

(9) 「許認可手続等を要する場合の所管部署との事前協議状況」は、所管部署名・事前協議状況・

許認可へ向けたスケジュールを記入してください。許認可へ向けたスケジュールは、必要に応じ

て別紙資料を添付してください。 

(10) 「市内事業者の活用」は、応募者が市内事業者又は市街事業者にかかわらず、設計、施工又は

管理運営業務のいずれかにおいて、市内事業者を活用することとしているため、活用する業務区

分、具体的業務名、予定する市内事業者名及び活用手法（共同事業、業務発注等）を記入してく

ださい（予定する市内事業者が決定していない場合、「予定する市内事業者は未定」とすること

は可としますが、活用する業務区分、具体的業務名及び活用手法は必ず記入してください。）。 

※ 市内事業者……横浜市内に主たる事務所又は事業所を有するもの（会社の場合は本店所在

地が横浜市内） 

(11) 「供用開始後の周辺環境への配慮」は、公募土地の周辺に集合住宅が立ち並んでいることを踏

まえた取組等を具体的に記入してください。 

 (12) 「その他」は、地域の魅力向上等に関する提案があれば記入してください。 

(13) 「企画提案書作成者（問合せ先）」は、企画提案書の内容に関する本市からの質問に対応可能
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な方を記入してください。 

５ 投資の回収に関する計画 （様式５） 

(1) 初回期（契約した年度の属する期）から最終回収期まで記入してください。

(2) 途中期で数値が変わらない場合は、省略して第○期～第○期で記入してください。

６ 現地視察申込書（様式６） 

「７ 現地視察の実施」に基づき現地視察を希望される場合は、必要事項を記入し申し込みを行

ってください。 

７ 質疑書 （様式７） 

「８ 質疑等」に基づき質疑を行う場合は、質疑書（様式７）によります。 

８ 委任状 （様式８） 

応募に関する権限を委任する場合は、委任状（様式８）を提出してください（取扱いについては様

式内に記載）。 
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（横浜市暴力団排除条例等関係事項 関係法令抜粋） 
 

横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12月横浜市条例第 51号）（抜粋） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 暴力団排除 暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより市民生活又は事業活動に生じた不

当な影響を排除することをいう。 

(2) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「法」とい

う。） 第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(3) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(4) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 

(5) 暴力団経営支配法人等 法人その他の団体でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対

し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認め

られる者を含む。）のうちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出資、融資、取引そ

の他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者をいう。 

（契約に関する事務における暴力団排除） 

第７条 市は、公共工事の発注その他契約に関する事務（次条に規定する事業に関する事務を除く。）の執

行により暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することのないよう、暴力団、暴力団員等、暴力

団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他の団体にあっては、

その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な

関係を有すると認められるものをいう。）の市が実施する入札への参加の制限その他の必要な措置を講ず

るものとする。 

 

神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75 号）（抜粋） 

（利益供与等の禁止） 

第 23条 事業者は、その事業に関し、暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に

対し、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 暴力団の威力を利用する目的で、金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

(2) 暴力団の威力を利用したことに関し、金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

２ 事業者は、その事業に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、暴力

団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に対して出資し、又は融資すること。 

(2) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、暴力団

員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等から出資又は融資を受けること。 

(3) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、暴力

団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に、その事業の全部又は一部を委託し、

又は請け負わせること。 

(4) 暴力団事務所の用に供されることが明らかな建築物の建築を請け負うこと。 

(5) 正当な理由なく現に暴力団事務所の用に供されている建築物（現に暴力団事務所の用に供されている部 

分に限る。）の増築、改築又は修繕を請け負うこと。 

(6) 儀式その他の暴力団の威力を示すための行事の用に供され、又は供されるおそれがあることを知りな

がら当該行事を行う場所を提供すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれが

あることを知りながら、暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に対して金

銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）（抜粋） 

（定義）  

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

(1) 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行為をいう。  

(2) 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的

不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。  

(3) 指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。  

(4) 指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。  

(5) 指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。  

(6) 暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

(7) 暴力的要求行為 第九条の規定に違反する行為をいう。 

(8) 準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第九条に規定す

る系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをいう。  
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応 募 書 類 様 式 

（様式１）応募申請書 

（様式２）役員等氏名一覧表 

（様式３）応募法人概要 

（様式４）企画提案書 

（様式５）投資の回収に関する計画 

（様式６）現地視察申込書 

（様式７）質疑書 

（様式８）委任状 

（注）各様式は、必要に応じて欄を拡大して記入してください。 

拡大してもなお欄が不足する場合は、該当する様式名・記入欄を明記の上、

任意の様式へ記入し、添付してください。 
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（様式１） 

応募申請書 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募 
 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横 浜 市 長 

 

所 在 地                   

法 人 名 称                  

代表者氏名                 
代表者印（実印）  

 

 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募について、当該募集要項を確認の上、諸条件等を満たしてい

ることを確認しましたので、次のとおり応募します。 

１ 公募物件 

 （1）土地 

所在・地番 公簿地目 地積 

横浜市保土ケ谷区川島町 1374番２の一部、1574番

154 
宅地 12,983.77㎡ 

 （2）建物 

種類 構造 床面積（公簿） 

校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 合計 5,656.29㎡ 

（3）附属建物ほか 

種類 構造 床面積（公簿） 

変電室ほか 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建ほか 合計 128.65㎡ 

 

２ 添付書類 

役員等氏名一覧表 （様式２） 

応募法人概要 （様式３） 

法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

定款（写） 

企画提案書 （様式４）：別紙付き 

投資の回収に関する計画 （様式５） 

最近３期分の決算関係書類の写し（貸借対照表、損益計算書等） 

納税証明書 

① 「法人税」及び「消費税及地方消費税」 

・ 納税証明書「その１」（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

・ 納税証明書「その３」又は「その３の３」（未納の税額がないことの証明書） 

② 「法人市民税」 

 ・ 納税証明書（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

許認可事業を行っている場合は、許可書又は認可書の写し 

＜単体の法人の場合＞ 
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３ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に○印を記入してください。） 

 

  (1)  応募者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者（一般競争

入札の参加者の資格を有しない者） 

  

イ 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けている者 

 

ウ 経営不振の状況（破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清

算開始の申立て又は手形取引停止処分等がなされている状態をいう。）にある者 

 

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号）第８条

第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当

該構成員を含む団体 

 

オ 横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12月横浜市条例第 51号）第２条第２号に規定する暴

力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他

の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）  

 

カ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75号）第 23条第１項又は第２項に

違反している事実がある者 

 

キ 国税及び地方税を滞納している者 

 

(2)  横浜市が「役員等氏名一覧表（様式２）」の情報を神奈川県警察本部長に照会することに

ついて、同意します。また、応募申請後、新たに就任した役員等について、市から追加提出

を求められたときは、速やかに提出します。 

 

(3)  上記(1)及び(2)について、本書面により誓約します。 

 

４ 事務担当責任者 

法 人 名  

所属・役職名   

氏 名  

連 絡 先 
所在地 〒 
 

TEL             
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（様式１） 

応募申請書 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横 浜 市 長 

（代表法人）所 在 地

法人名称  

代表者職・氏名    代表者印（実印） 

（構成法人）所 在 地

法人名称  

代表者職・氏名    代表者印（実印） 

（構成法人）所 在 地

法人名称  

代表者職・氏名    代表者印（実印） 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募について、当該募集要項を確認の上、諸条件等を満たしてい

ることを確認しましたので、次のとおり応募します。 

１ 公募物件 

（1）土地 

所在・地番 公簿地目 地積 

横浜市保土ケ谷区川島町 1374番２の一部、1574番 154 宅地 12,983.77㎡ 

（2）建物 

種類 構造 床面積（公簿） 

校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 合計 5,656.29㎡ 

（3）附属建物ほか 

種類 構造 床面積（公簿） 

変電室ほか 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建ほか 合計 128.65㎡ 

２ 添付書類 

役員等氏名一覧表 （様式２） 

応募法人概要 （様式３） 

法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

定款（写） 

企画提案書 （様式４）：別紙付き 

投資の回収に関する計画 （様式５） 

最近３期分の決算関係書類の写し（貸借対照表、損益計算書等） 

納税証明書 

① 「法人税」及び「消費税及地方消費税」

・ 納税証明書「その１」（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額）

・ 納税証明書「その３」又は「その３の３」（未納の税額がないことの証明書）

② 「法人市民税」

・ 納税証明書（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額）

許認可事業を行っている場合は、許可書又は認可書の写し 

グループ構成表 

＜法人グループの場合＞ 
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３ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に○印を記入してください。） 

 

  (1)  応募者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者（一般競争

入札の参加者の資格を有しない者） 

  

イ 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けている者 

 

ウ 経営不振の状況（破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清

算開始の申立て又は手形取引停止処分等がなされている状態をいう。）にある者 

 

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号）第８条

第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当

該構成員を含む団体 

 

オ 横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12月横浜市条例第 51号）第２条第２号に規定する暴

力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他

の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）  

 

カ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75号）第 23条第１項又は第２項に

違反している事実がある者 

 

キ 国税及び地方税を滞納している者 

 

(2)  横浜市が「役員等氏名一覧表（様式２）」の情報を神奈川県警察本部長に照会することに

ついて、同意します。また、応募申請後、新たに就任した役員等について、市から追加提出

を求められたときは、速やかに提出します。 

 

(3)  上記(1)及び(2)について、本書面により誓約します。 

 

４ 事務担当責任者 

法 人 名  

所属・役職名   

氏 名  

連 絡 先 
所在地 〒 
 

TEL             
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（様式２） 

役 員 等 氏 名 一 覧 表 
 

                               令和  年  月  日現在の役員等 

                                             

役職名 氏  名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 

(男･女) 
住  所 

代表者 

  

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

 

本様式に記載された情報を応募資格の判断のための調査・照会資料として使用することについて、

同意します。 

また、記載された全ての役員等に同趣旨を説明し、同意を得ています。 

 

法  人  名 

 

代表者職・氏名                   
代表者印（実印） 
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（様式３） 

応募法人概要 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募 

名 称 ＴＥＬ 

本部・本社 

所在地 
ＦＡＸ 

設立年月日 資本金 百万円 

従 業 員 総数    人（うち非常用従業員  人） 

主 要 拠 点 

営業拠点等 

業 務 内 容 

業 績 

決 算 期 売上高 営業利益 経常利益 純利益 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 万円 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 万円 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 万円 

人 員 数 

(期平均数) 

決 算 期 常勤役員数 常用従業員数 非常用従業員数 

第  期  ／ ～ ／ 

第  期  ／ ～ ／ 

第  期  ／ ～ ／ 

主 要 売 上 

項 目 

比 率 
 ％ ％  ％ ％ 

主 要 株 主 

株 主 

比 率 
％ ％ ％ ％ 

主 要 取 引 

金 融 機 関 

名   称 

（支  店） 

主要取引先 

企業等名称 

所  在  地 

年間取引高 
万円 万円 万円 万円 

取 引 割 合 
 ％ ％  ％ ％ 

取 引 年 数 
 年  年 年 年 
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(様式４) 

企画提案書 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募 

企画提案 

用途構成 

＜施設配置計画図添付＞ 

事業内容 

地域交流スペー

スの整備、運営

及び維持管理

整備形態 
□既存コミハを使用する

□新設の建築物内に整備する

面積   ㎡ 

配置・構造・動線の

工夫等 

運営計画 

＜開館日＞ 

＜開館時間＞ 

＜運営方法＞ 

□事業者で運営

□委託（委託先： ）

□その他（    ）

＜会議室の利用料金＞

□有償（ 円）

□無償

利用方法 

＜会議室の予約方法＞ 

＜本の貸出方法＞ 

地域に寄与する提案 

地域防災拠点 

としての指定 

＜レイアウト図

添付＞ 

屋内避難スペース 
面積： 

 ㎡ 

平時の使い方： 室数： 

屋外スペース 
面積： 

 ㎡ 

平時の使い方： 

追加スペース（防災

備蓄庫）※12 ㎡程度 

面積： 

 ㎡ 

配置場所： 

避難スペースの配

置・各設備の整備場

所の工夫等 

施設の管理体制に関

する計画（平時） 

地域に寄与する提案 

74



地域ニーズに沿っ

た事業の提案 

『川島地域のアクシ

ョンプラン』を踏ま

えた地域と連携した

取組 

 

体育館・グラウンドの開

放 

＜開放可否＞ 

□開放可 □開放不可 

＜開放日時＞ 

 

＜利用方法＞ 

 

＜利用料金＞ 

□有償（ 円） 

□無償 

収納スペースの提供

場所 
＜施設配置計画図に図示＞ 

 

資金計画 

借地に係る初期費用 円 

建物取得費用 円 

建設費用・ 

改修費用等 
円 

その他費用 円 

合計投資額 円 

合計投資額に対する

資金調達の内訳 
 

雇用計画 

他事業所からの移転    人（うちパート等   人） 

新規雇用         人（うちパート等   人） 

合計           人（うちパート等   人） 

建築・増築等 

構造及び階層          造     階建て 

建築面積          ㎡（建ぺい率     ％） 

延床面積          ㎡（容 積 率     ％） 

高さ   ｍ  

建築計画、改修

計画等 

着工時期 令和    年    月 

しゅん工時期 令和    年    月 

供用開始時期 令和    年    月 

建築・改修期間中の

周辺環境への配慮 
 

建築・改修期間中の

交通対策 
 

＜既存校舎等を活用する場合＞ 

事業開始に必要となる修繕及び改修工事等の工程表及び関係図面等を添付 

事業用定期借地期間中の既存校舎等の維持保全計画表を添付 

許認可手続等を

要する場合の所

管部署との事前

協議状況 
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市内事業者の活

用（有無に〇を

し、具体的業務

名、予定する市内

事業者名及び活用

方法を記入） 

設計（有・無） 

施工（有・無） 

管理運営（有・無） 

供用開始後の周

辺環境への配慮 

その他 

企画提案書作成者（問合せ先） 

担当部署名（フリガナ） 

担当者氏名（フリガナ）

ＴＥＬ 
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（様式５） 

投資の回収に関する計画 
 

 投 資 総 額  
（様式４の「合計投資額」と同額） 

 

最終回収年月日 
令和   年   月   日 

（     年間） 

 
 ＜期別内訳＞ 
注１ 以下の項目に準じて期別内訳が分かる表を提出してください。 
注２ 初回期（契約した年度の属する期）から最終回収期まで記入してください。内訳部分を増やしても可能です。 

また、途中期で数値が変わらない場合は、省略して第○期～第○期で記入しても可能です。 
注３ 法人グループの場合は、企画提案全体について記載してください。 

さらに、この様式で法人ごとの内訳を別に作成し、添付してください。 
 

決 算 期 

／ ～ ／ 
第  期 第  期 第  期 第  期 第  期 

売 上 高① 
     

売上原価② 
     

販売費及び一般管理費③      

減価償却費④ 

（②＋③の内数） 

     

営業利益⑤ 

＝①－②－③ 

     

当期利益⑥ 

 

     

当期回収額⑦ 

（⑦＝（④＋⑥）） 

     

投資総額元本の期末残高 

前期残高－⑦ 
     

 

決 算 期 

／ ～ ／ 
第  期 第  期 第  期 第  期 第  期 

売 上 高① 
     

売上原価② 
     

販売費及び一般管理費 

③ 
     

減価償却費④ 

（（②＋③）の内数） 

     

営業利益⑤ 

＝①－②－③ 

     

当期利益⑥ 

 

     

当期回収額⑦ 

（⑦＝（④＋⑥）） 

     

投資総額元本の期末残高 

前期残高－⑦ 
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（様式６）

現地視察申込書 
＜旧くぬぎ台小学校活用事業者公募＞ 

１ 

法人名 
法人所在地 

グル―プの場合の 
構成法人名 

連絡担当者 

法人名 
部署名 
氏 名 
E-mail
Tel 

２ 参加予定者 

法人名・部署名・役職・氏名 

３ 

参加希望日時 
※ 複数の日時を希望することも可能です。
※ 午前は 9 時から 12 時まで、午後は 13 時から 17 時までを想定しています。
※ 本申込書を受領した後、実施案内をＥメールにてご連絡します。

７月 8 日
（火） 

午前 □ ７月 11 日
（金） 

午前 □ 
午後 □ 午後 □ 

車でお越しになる場合は、台数をご記入ください。（ 台） 

４ 
校舎内に保管されている
関係図面の閲覧希望 

いずれかをチェックしてください。 
□ 閲覧を希望する
□ 閲覧を希望しない

78



(様式７) 

質 疑 書 

旧くぬぎ台小学校活用事業者公募 
 

提出日 令和 年 月 日 

提出者氏名(※)  

電話番号  Ｅメールアドレス  

（※） 法人名、部署、担当者氏名を記載 

 

質疑内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 質疑及び回答の要旨を財政局ホームページに掲載します。 
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（様式８） 

委 任 状 

（旧くぬぎ台小学校活用事業者公募） 

受任者  住所（所在） 

氏名（名称） 実印 

（代理人使用印） 

私は、上記の者を代理人と定め、次の市有地における旧くぬぎ台小学校活用事業者公募の応募に

関する一切の権限を委任します。 

・ 公募の応募手続を委任する土地・建物

所在（地番） 横浜市保土ケ谷区川島町 1374番２の一部、1574番 154 

令和  年  月  日 

 委任者  住所（所在） 

 氏名（名称）  実印 

（注） 

・ 法人がその社員に委任する場合は、委任状の提出は不要です。

・ 委任者及び代理人双方とも実印を押印し、印鑑証明書を添付してください。

（添付書類） 

・ 法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの）
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旧くぬぎ台小学校活用事業に関する基本協定書（例） 

 横浜市（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）は、「旧くぬぎ台小学校活用

事業」（以下「本事業」という。）に関し、次のとおり基本協定を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの協定を履行しなければならない。 

（目的） 

第２条 この基本協定は、乙が本事業の事業予定者として選定されたことを確認し、本事

業実施のため第４条に掲げる契約を締結し、その他本事業の円滑な実施に必要な諸手続

に係る事項を確認することを目的とする。 

２ 乙は、第４条の契約の締結をもって、本事業の事業者とする。 

（事業計画書の提出） 

第３条 乙は、本事業における乙の企画提案書に基づき、この協定の締結日から６か月以

内に甲の所有する別紙物件明細書の土地（以下「本件土地」という。）における具体的な

事業運営や工事内容について記載した事業計画書（以下「事業計画書」という。）を甲に

提出するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により提出された事業計画書が適正でないと認める場合には、一定

の期間を定めて乙に再提出を指示できるものとし、乙はこれに従わなければならない。 

３ 乙は、前２項の規定により提出した事業計画書について、甲の書面による承認を得る

ものとし、事業計画書の承認後に乙がその内容を変更する場合も同様とする。 

（事業用定期借地権設定契約及び公有財産売買契約の締結） 

第４条 甲及び乙は、次の各号のいずれをも満たすこととなった場合、本事業に関する事

業用定期借地権設定契約（以下「借地契約」という。）及び公有財産売買契約（以下

「売買契約」という。）を同時に締結することとする。 

(1) 乙が前条第３項に規定する事業計画書に係る甲の書面による承認を得ること。

(2) その他、甲が特に必要と認める事項について、乙が手続等を完了させること。

２ 甲は、前項各号のいずれをも満たすこととなった場合、乙に対し、その旨を通知す

る。 

３ 第１項の契約は、令和９年１月 29日までに締結することとする。 

（借地契約の期間及び貸付料） 

第５条 本件土地の定期借地権の期間は 25年間とし、借地借家法（平成３年法律第 90

号）第 23条で定める事業用定期借地権とする。 

２ 事業用定期借地権の貸付料は、月額金        円とする。 

（売買物件及び売買代金） 

第６条 売買物件は、別紙物件明細書の建物の表示（以下「本件建物」という。）のとお

りとする。 

２ 売買代金は、金           円とする。 

（用途指定） 

第７条 乙は、第５条に規定する定期借地権の存続期間中、本件土地及び本件土地に存す

る建物（併せて以下「本件土地等」という。）を次の用途（以下「指定用途」という。）に
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供しなければならない。 

用 途 ●● ●● ●● 

２ 乙は、借地契約及び売買契約の締結後、建物に係る必要な工事等に着手し、借地契約

で定める指定期日までに本件土地等を指定用途に供しなければならない。ただし、あら

かじめ甲の書面による承諾がある場合は、この限りでない。 

（本件土地に係る契約不適合責任） 

第８条 乙は、借地契約締結後、本件土地に直ちに発見することができない借地契約の内

容（面積は除く。）に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）があることが判明

した場合、引渡しの日から１年に限り、甲に対し、当該契約不適合に係る代金減額を請

求できる。ただし、履行の追完請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることはでき

ない。 

２ 前項における代金減額の上限は、第５条に定める借地契約の期間における貸付料の総

額に相当する額とする。 

３ 前２項における代金減額の請求額が、上限と同程度又は超過する場合、甲は、借地契

約を解除することができる。この場合、乙は甲に対し、当該解除を理由とした損害賠償

を請求することができない。 

（本件建物に係る契約不適合責任） 

第９条 乙は、売買契約締結後、本件建物に直ちに発見することができない売買契約の内

容に適合しないものがあることを理由として、甲に対し、履行の追完請求、代金減額請

求、損害賠償請求及び契約の解除をすることができない。 

（公正証書の作成） 

第 10条 借地契約は、公正証書を作成するものとする。 

（疑義の決定） 

第 11条 この基本協定に関し疑義のあるとき又はこの基本協定に定めのない事項につい

ては、甲と乙が協議して定めるものとする。 

（裁判管轄） 

第 12条 この基本協定に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うも

のとする。 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、

各自その１通を保有する。 

令和 ●年 ●月 ●日 

甲 横浜市中区本町６丁目 50番地の 10

横浜市

横浜市長 ●● ●●

乙
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物件明細書 

土地の表示 

所在 地目 
面積 

（平方メートル） 

横浜市保土ケ谷区川島町 1374番２の一部、

1574番 154 
宅地 １２，９８３．７７ 

建物の表示 

※防球ネット、池、水飲み場等の工作物、立木等を含む

財産の所在 横浜市保土ケ谷区川島町 1374番地 2、1574番地 154 

区分 種類 構造 床面積（㎡） 

主たる 

建物 
校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

１階 1,806.83 

２階 1,675.18 

３階 1,123.14 

４階 1,051.14 
(合計 5,656.29) 

変電室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 18.00 

倉庫 鉄筋コンクリート造セメントかわらぶき平家建 7.42 

倉庫 鉄筋コンクリート造セメントかわらぶき平家建 3.70 

機械室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 38.54 

機械室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 12.25 

倉庫 鉄筋コンクリート造セメントかわらぶき平家建 9.86 

倉庫 軽量鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建 38.88 

面積合計 5,784.94 
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事業用定期借地権設定契約書 
 
借地権設定者横浜市（以下「甲」という。）と、借地権者●●（以下「乙」という。）とは、

甲の所有する別紙物件明細書の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり借
地借家法（平成 3 年法律第 90 号。以下「法」という。）第 23 条で定める事業用定期借地
権（以下「本件借地権」という。）の設定に関する契約（以下「本契約」という。）を締結す
る。 
 
（信義誠実の義務） 
第 1 条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 
 
（目的） 
第 2 条 甲は、本件土地に関し令和 年 月 日に甲及び乙が締結した「旧くぬぎ台小学校
活用事業に関する基本協定書」（以下「基本協定書」という。）第 3 条 3 項により甲が承認
した事業計画書（以下「事業計画書」という。）に基づく乙による事業の実施を目的とし
て、乙に対して本件土地を賃貸し、乙はこれを賃借する。 

２  乙は、前項の事業計画書について、本契約締結後にその内容を変更する場合は、甲の書 
面による承認を得るものとする。 

３ 本件借地権は、建物所有を目的とする賃借権とする。 
４ 本契約により設定される本件借地権については、契約の更新（更新の請求又は土地の使 
用の継続によるものを含む。）又は建物の築造による第 5 条に規定する存続期間の延長は
なく、乙は甲に対する建物買取請求権を有しないものとする。 

５ 本件借地権には、法第 4 条から第 8 条まで並びに法第 13 条及び法第 18 条の適用はな 
いものとする。 

 
（用途指定） 
第 3 条 乙は、本件土地及び本件土地に存する建物（以下「本件建物」という。）を次の用
途（以下「指定用途」という。）に供しなければならない。 
用途 ●● ●● ●● 

２ 乙は、事業計画書に基づき、本件土地及び本件建物（併せて以下「本件土地等」という。） 
を令和 年 月 日（以下「指定期日」という。）までに指定用途に供しなければならな 
い。 

 
（指定用途の変更等の承認） 
第 4 条 乙は、次のいずれかの場合において、指定用途の変更若しくは解除又は指定期日の 
変更を必要とするときは、事前に詳細な理由を付した願書を提出し、甲の書面による承認 
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を得なければならない。 
(1) 不可抗力又は過失によって本件土地が滅失又はき損し、引き続きその用に供すること

が著しく困難又は不可能である場合
(2) 社会経済情勢の著しい変動、代替施設の設置等により、本件土地の全部又は一部を

引き続きその用途に供することが真に困難又は不適切となった場合

（存続期間） 
第 5 条 本件借地権の存続期間は、令和 年 月 日から令和 年 月 日までの 25 年間 
とする。 

（引渡） 
第 6 条 甲は、前条に定める存続期間の開始日に、本件土地を現状有姿で引き渡したものと
する。 

（貸付料及び据置期間） 
第 7 条 本件土地の貸付料は、令和 年 月 日までの期間については、月額金    円
とする。 

２ 前項に定める期間が満了した後の期間にかかる貸付料については、甲の定める貸付料
算定基準に基づき算定するものとし、その据置期間は５年間とする。 

３ 前項に基づく貸付料は、甲から文書にて通知する。 
４ 第２項に定める貸付料据置期間が満了した後の貸付料の算定、貸付料据置期間及び通
知については、前２項の規定を準用し、この存続期間の満了まで同様とする。 

５ 本件土地の貸付料発生日は、存続期間開始日からとする。ただし、月の借地期間が 1 か
月に満たないときは、その月の日数による日割り計算で算出する。この場合において、1
か月は 30 日とする。 

６ 乙は、第 1 項に定める貸付料を、甲の発行する納入通知書により甲の定める期日まで
に納付しなければならない。 

（貸付料の改定） 
第 8 条 貸付料は、甲が社会経済情勢及びその他の理由により、その額が実情にそぐわなく
なったと判断したときは、前条の規定にかかわらず貸付料の増額を請求することができ
る。 

（貸付料の納付の遅延に伴う違約金） 
第 9 条 乙は貸付料を第 7条第 6項の規定により甲の定める期日までに納付しないときは、 
甲に対し、その期日の翌日から納付した日までの期間の日数に応じ、当該貸付料の金額
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（1,000 円未満の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるときは、その端数又は
その全額を切り捨てる。）について、年 14.6 パーセントの割合を乗じて計算した違約金
を、別途、甲の請求により、その指定する期日までに支払わなければならない。ただし、
違約金の額に 100 円未満の端数があるとき又はその全額が 100 円未満であるときは、甲
は、乙に対し、違約金を徴収しないことができる。 

（保証金） 
第 10 条 乙は、本契約の締結と同時に、甲の債権を担保するため、保証金として 
金           円を甲に預託しなければならない。 

２ 乙が預託した保証金は、乙の甲に対する未払い債務、第 28 条第 1 項に規定する損害
賠償その他本契約に基づき乙が負担すべき一切の債務及び本件土地等、工作物等の除去
その他第 23条に規定する更地返還を懈怠した際に乙が支払うべき費用等の弁済に充てる
ものとする。 

３ 本契約の終了に伴い乙が本件土地を甲に返還した場合において、甲は、前項の規定によ
り乙が支払うべき債務等があるときは第１項に定める保証金の額からその額を差し引い
た金額を、前項の規定により乙が支払うべき債務等がないときは当該保証金の全額を遅
滞なく乙に返還しなければならない。この場合において、当該保証金の額が前項の規定に
より乙が支払うべき債務等の額に満たない場合、乙は、甲に対し、甲が指定する期日まで
にその不足額を支払わなければならない。なお、当該保証金には、利息を付さないものと
する。 

４ 乙は、保証金返還請求権をもって、甲に対する貸付料その他の債務と相殺することがで
きない。 
５ 乙は、甲の書面による承諾を得て第三者に本件借地権を譲渡し、かつ、これとともに甲
に対する保証金返還請求権を譲渡する場合を除いて、同請求権を譲渡することはできな
い。 

６ 乙は、保証金返還請求権に質権その他の担保権を設定することはできない。

（用途制限等） 
第 11 条 乙は、本件借地権存続期間満了の日までに、本件土地等を次の各号に掲げる用に 
供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、本件土地について地上権、賃借権そ
の他の使用及び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第
2 号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用

(2) 前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用
する等公序良俗に反する用

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 22 号）第 2 条
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第 1 項に規定する風俗営業、同条第 5 項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに
類する業の用 

 
（本件借地権の譲渡） 
第 12 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権を譲渡してはならない。 
２ 乙は、本件借地権に係る土地を分割して譲渡すること、本件建物の所有権と分割して譲 
渡すること、又は保証金返還請求権と分離して譲渡することはできない。ただし、あらか
じめ甲の書面による承諾がある場合は、この限りでない。 

３ 乙は、本件借地権を第三者に譲渡する場合には、本契約の内容を書面にて第三者に承継 
させなければならない。 

４ 甲が第１項の承諾をしたときは、乙は、甲に対する保証金返還請求権を本件借地権の 
譲受人に譲渡しなければならない。 

 
（本件土地の転貸等） 
第 13 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件土地を、名目のいかんにかかわら 
ず第三者に転貸又は使用させてはならない。 

 
（本件建物の増築等） 
第 14 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を新築、増築、改築又は解体 
（以下「増築等」という。）してはならない。 

２ 前項の規定により甲が本件建物の増築等を承諾した場合において、甲が増築等の内容 
について設計図面の提出を求めたとき、乙は遅滞なくこれに応じなければならない。 

３ 乙が行う増築等は、本件借地権の存続期間中に行うものとする。 
 
（本件建物の賃貸） 
第 15 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を賃貸してはならない。 
２ 乙が、甲の承諾を得て本件建物を第三者に賃貸する場合、第三者と締結する契約書にお 
いて、次の各号をすべて明記しなければならない。 

(1) 事業用定期借地権上の建物の賃貸借契約であること。 
(2)  第 23 条に規定する収去に伴い、建物の賃貸借契約が終了すること。 
３ 前項の契約が締結された場合、乙は、甲から本件建物の賃貸借契約書の提示を求められ 
たとき、これに応じなければならない。 

４ 乙は、建物賃借人との賃貸借契約において法第 35 条の効果を生じさせないために、本 
契約期間満了の１年前までに、本契約期間が満了する旨を、建物賃借人に通知しなければ
ならない。 

５ 甲は、建物賃借人に対し、本契約の終了時期を自ら通知できるものとし、乙はこれに異 
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議を述べない。 
  
（本件建物の譲渡） 
第 16 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を譲渡してはならない。 
 
（建物買取請求権等の放棄） 
第 17 条 乙は、本契約の終了に際し、本件建物・工作物等の買取りを、甲に請求すること
はできない。 

２ 乙は、本契約の存続期間中、乙が本件土地を維持保全し、改良を加えた場合でも、乙は、 
甲に対し、その費用を必要費又は有益費として償還請求することはできない。 

 
（本件借地権に係る担保権の設定） 
第 18 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権に担保権を設定することは 
できない。 

２ 乙は、前項の規定により甲が本件借地権に対する担保権設定を承諾した場合であって 
も、保証金返還請求権に対する担保設定をすることはできない。 

３ 甲は、第 1 項による承諾を受けた担保権の実行については担保権者と協議を行い、協 
定を締結することができる。 

 
（承諾事項） 
第 19 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、次の各号の行為を行ってはならない。 
(1) 本件土地の区画形質又は地盤高を変更すること。 
(2) 本件土地への工作物の新設及びその解体。ただし、軽微なものはこの限りでない。 
 
（保全義務、調査協力義務） 
第 20 条 乙は、善良な管理者の注意をもって、擁壁及びフェンスを含む本件土地の形状及 
び立木の維持保全に努めなくてはならない。 

２ 乙は、本件土地の使用に関し、近隣所有者より苦情のある場合は、乙の費用と責任にお 
いて解決しなければならない。 

３ 乙は、本件土地が乙の責めに帰すべき事由によって損壊した場合は、乙の負担により修
繕を行うものとする。 

４ 前項の事由による損壊により第三者に損害を与えた場合には、乙はその賠償の責めを
負うものとする。 

５ 甲は、本件借地権の存続期間中、随時、本件土地等について、その使用状況を実地に調 
査することができ、乙は、これに協力しなければならない。 

 

88



（甲による契約の解除） 
第 21 条 甲は、乙が次の各号の一に該当することとなった場合は、相当の期間を定めて催 
告のうえ、本契約を解除することができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受けたとき又は競売、破産、民事再生の申立てがあ 
ったとき 

(2) 本件土地を第 3 条に定める指定用途以外の用途に使用したとき 
(3) 第 7 条に規定する貸付料の納付を怠ったとき 
(4) 第 12 条に違反して、本件借地権を譲渡したとき 
(5) 第 13 条に違反して、本件土地を第三者に転貸又は使用させたとき 
(6) 第 14 条に違反して、本件建物を増築等したとき 
(7) 第 15 条に違反して、本件建物を賃貸したとき 
(8) 第 16 条に違反して、本件建物を譲渡したとき 
(9) 第 18 条に違反して、本件借地権に担保権を設定したとき 
(10) その他本契約の規定に違反する行為があったとき 
２ 甲は、神奈川県警察本部からの通知等に基づき、乙が次の各号に掲げる者であることが 
判明したときには、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

(1) 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第 2 条第 2 号に規定す 
る暴力団、同条第 4 号に規定する暴力団員等、同条第 5 号に規定する暴力団経営支配法
人等又は同条例第 7 条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法
人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ
らに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。） 

(2)  神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第 1 項又は第 2 
項に違反している事実がある者 

(3)  本件土地を第 11 条に定める用途に使用したとき 
３ 前２項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害を賠償する責任 
を負わないものとする。 

４ 甲は、本件土地を甲において公用又は公共用に供するため必要が生じた場合は、地方自 
治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の５第４項の規定に基づき、本契約を解除する
ことができる。 

 
（乙による契約の解除） 
第 22 条 乙は、天災地変その他乙の責に帰し得ない事由により、本件土地等が滅失又は著 
 しく損傷し、契約の目的を達することができない場合は、甲に対して本契約の解除を申 
し入れることができる。 

２ 甲は、前項の規定に基づく申し入れに対し、正当な事由があると認めるときは、本契約
の解除を承諾し、書面によりその旨を通知する。 
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（更地返還及び明渡し） 
第 23 条 乙は、本件借地権の存続期間が満了した場合又は前２条若しくは第 26 条第３項
の規定により本契約が終了する場合には、乙の責任と負担により、甲の指定する期日まで
に、設置時期のいかんを問わず、本件建物（地中の杭を除く。）、工作物等（擁壁及びフェ
ンスを除く。）及び備品を収去し、更地で甲に返還しなければならない。 

２ 本件借地権が存続期間の満了によって消滅する場合には、乙は、期間満了１年前まで 
に、本件建物の取壊し等本件土地の返還に必要な事項（本件建物を第 15 条に基づき賃貸
する場合にあっては建物賃借人の退去等を含む。）を書面により甲に報告し、了承を得る
ものとする。 

３ 乙は、第１項に規定する本件土地の返還が遅延した場合には、返還すべき期日の翌日か 
ら返還した日までの期日の日数に応じ、月額貸付料の３倍に相当する損害賠償金を甲に
支払わなければならない。 

４ 本契約の終了時において、甲が乙に対し、本件土地を第１項に規定する更地の状態に復 
することなく本契約終了時の現状のままで明け渡すべきことを通知した場合、乙は、本件
土地を更地にする義務を免れる。この場合においても、乙は甲に対し、本件土地等の整地
や改良等に要した費用を請求することはできない。 

 
（違約金） 
第 24条 乙は、本件借地権の存続期間中に、次の各号の一に該当する事由が生じた場合は、 
それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わなければならない。 

(1) 第２条、第３条、第 11 条から第 13 条まで、第 15 条及び第 16 条に定める義務に違反 
した場合  年額貸付料相当額 

(2)  第 14 条、第 18 条及び第 19 条に定める義務に違反した場合  月額貸付料の 3 倍相当    
額 

(3)  第 20 条に定める義務に違反した場合において、甲がその状態を是正するため有効な
措置を講じるよう催告したにもかかわらず乙が有効な措置を講じないとき  月額貸付料
の 3 倍相当額 

２ 前項に規定する違約金は違約罰であって、第 28 条に定める損害賠償額又はその一部と解 
釈しない。 

 
（登記） 
第 25 条 甲は、本契約締結後、乙が本件借地権設定登記を行うために甲に協力を求めた場 
合、これに協力するものとする。この場合の登記に要する費用は乙の負担とする。 

２ 本件借地権の存続期間が満了した場合又は第 21 条、第 22 条若しくは第 26 条第３項の
規定により本契約が終了する場合には、乙は、甲の指定する期日までに、自己の負担によ
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り本件借地権の抹消登記を完了させなければならない。 
３ 乙が前項の規定による義務を履行しない場合には、甲は本件借地権の抹消登記に係る 
手続を行うものとする。この場合の登記に要する費用は乙の負担とする。 

 
（契約不適合責任） 
第 26 条 乙は、借地契約締結後、本件土地に直ちに発見することができない借地契約の内 
容（面積は除く。）に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）があることが判明し
た場合、引渡しの日から 1 年に限り、甲に対し、当該契約不適合に係る代金減額を請求で
きる。ただし、履行の追完請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることはできない。 

２ 前項における代金減額の上限は、第５条に定める借地契約の存続期間における貸付料
の総額に相当する額とする。 

３ 前 2 項における代金減額の請求額が、上限と同程度又は超過する場合、甲は、借地契約 
を解除することができる。この場合、乙は甲に対し、当該解除を理由とした損害賠償を請
求することができない。 

 
（暴力団等からの不当介入の排除） 
第 27 条 乙は、本契約の履行に当たって、横浜市暴力団排除条例第２条第２号に規定する 
暴力団又は同条第４号に規定する暴力団員等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲
に報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力等をしなければならな
い。 

 
（損害賠償等） 
第 28 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害 
に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

２ 乙は、第 21 条第 4 項の規定に基づき本契約が解除された場合において、損失が生じた 
ときは甲に対し地方自治法第 238 条の５第５項の規定に基づきその補償を請求すること
ができる。 

 
（契約の費用） 
第 29 条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。 
 
（通知事項） 
第 30 条 乙は、次のいずれかの事由が生じたときは、甲に対して遅滞なくその旨を書面に 
て通知しなければならない。 

(1) 名称、主たる事務所の所在地又は連絡先・電話番号を変更したとき。 
(2) 代表者を変更したとき。 
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(3) 解散したとき。 
 
（協議事項） 
第 31 条 本契約に関する解釈の疑義又は本契約に定めのない事項については、甲と乙が協 
議して、別途書面で定めるものとする。 

 
（裁判管轄） 
第 32 条 この契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとす 
る。 

 
（強制執行の認諾） 
第 33 条 乙は、本契約による金銭債務を履行しないときは直ちに強制執行に服する旨陳述 
した。 

 
この契約の成立を証するため、本契約書 2 通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各

自 1 通を保有する。 
 
 
令和 ●年 ●月 ●日 
 
 
貸 付 人（甲） 横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10 

横浜市 
横浜市契約事務受任者 
横浜市財政局長 ●● ●● 

 
 
借 受 人（乙）  
 
 
 
 
 
 
 
 

92



物件明細書 
 
土地の表示 

所在 地目 
公簿面積 

（平方メートル） 

横浜市保土ケ谷区川島町 1374 番２の一
部、1574 番 154 

宅地 12,983.77 

※擁壁及び境界沿いフェンスを含む 
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公有財産売買契約書 
 
売払人横浜市(以下「甲」という。)と買受人●●（以下「乙」という。)とは、次のとおり

公有財産の売買契約（以下「本契約」という。）を締結する。 
 
（信義誠実の義務） 
第 1 条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 
 
（売買物件） 
第 2 条 売買物件は、別紙物件明細書の建物の表示のとおりとする。 
 
（売買代金） 
第 3 条 売買代金は、金            円とする。 
 
（売買代金の納付） 
第 4 条 乙は、売買代金を、甲の発行する納入通知書により、本契約締結と同時に納付しな 
ければならない。 

 
（所有権の移転及び登記の嘱託） 
第 5 条 売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したとき、乙に移転する。 
２ 乙は、売買物件の所有権が移転した後、甲に対し所有権の移転登記を請求するものとし、 
甲は、その請求により速やかに所有権の移転登記を嘱託する。この場合の登記に要する費
用は乙の負担とする。 

 
（売買物件の引渡し） 
第 6 条 甲は、前条第 1 項の規定により売買物件の所有権が移転したときに、この物件をそ 
の所在する場所において乙に現状有姿で引き渡し、乙は、この物件の受領書を甲に提出す
る。 

 
（売買対象面積） 
第 7 条 売買物件は現状有姿での引渡しとし、本契約締結後に乙による実測の結果、別紙物 
件明細書記載の面積と相違があっても、乙は、売買代金の清算及びその是正を請求するこ
とができない。 

２ 乙は、募集要項の記載事項を了承したうえ、売買物件を買い受けるものとする。 
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（契約不適合責任） 
第 8 条 乙は、本契約締結後、売買物件に直ちに発見することができない本契約の内容に適 

合しないものがあることを理由として、甲に対し、履行の追完請求、代金減額請求、損
害賠償請求及び契約の解除をすることができないものとする。 

（契約の解除） 
第 9 条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないとき又は甲及び乙が別に締結する売 
買物件の存する土地に関する事業用定期借地権設定契約書（以下「借地権設定契約書」と
いう。）の規定に基づく契約の解除をしたときは、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項に定めるもののほか、神奈川県警察本部からの通知等に基づき、乙が次の各 
号に掲げる者であることが判明したときには、何らの催告を要せず、本契約を解除するこ
とができるものとする。 

(1) 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第 2 条第 2 号に規定す
る暴力団、同条第 4 号に規定する暴力団員等、同条第 5 号に規定する暴力団経営支配法
人等又は同条例第 7 条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法
人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ
らに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。） 

(2) 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第 1 項又は第 2
項に違反している事実がある者

３ 前 2 項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害を賠償する責 
任を負わないものとする。 

（返還金等） 
第 10条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。 
ただし、この返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 
３ 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有益費 
その他一切の費用は償還しない。 

（用途制限等） 
第 11 条 乙は、売買物件を次の各号に掲げる用に供し、又はこれらの用に供されることを知 
りながら、売買物件を第三者に譲渡し、若しくは売買物件について賃借権その他の使用及
び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2
号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用

(2) 前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用
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する等公序良俗に反する用 
(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第 2

条第 1 項に規定する風俗営業、同条第 5 項に規定する性風俗関連特殊営業その他これら
に類する業の用

（実地調査等） 
第 12 条 甲は、本契約の履行に関し、必要があると認めるときは、乙に対しその業務又は
資産の状況等に関して質問し、実地に調査し、又は所要の報告若しくは資料の提出を求め
ることができる。 

２ 乙は、正当な理由がなく前項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は前 
項の報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（建物等の収去） 
第 13 条 乙は、借地権設定契約書に基づく事業用定期借地権の存続期間が満了した場合又
は借地権設定契約書第 21 条、第 22 条若しくは第 26 条第３項の規定により借地権設定契
約が終了する場合には、借地権設定契約書第 23 条に基づき、自己の費用をもって、甲の
指定する期日までに、借地権設定契約書別紙物件明細書の土地に存する建物、工作物等及
び備品を収去しなければならない。 

（暴力団等からの不当介入の排除） 
第 14 条 乙は、本契約の履行に当たって、横浜市暴力団排除条例第 2 条第 2 号に規定する
暴力団又は同条第４号に規定する暴力団員等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲
に報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力等をしなければならな
い。 

（損害賠償） 
第 15 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害
に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

（契約の費用） 
第 16 条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。 

（疑義の決定） 
第 17 条 本契約に関し疑義のあるとき、又は本契約に定めのない事項については、甲と乙 
が協議して定めるものとする。 
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（裁判管轄） 
第 18条 本契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとする。 

この契約の締結を証するため、本契約書 2 通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各
自その 1 通を保有する。 

令和  ●年  ●月  ●日 

売 払 人（甲）横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10 
横浜市 
横浜市契約事務受任者 
横浜市財政局長 ●● ●●

買 受 人（乙） 
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物件明細書 

建物の表示 

財産の所在 横浜市保土ケ谷区川島町 1374 番地 2、1574 番地 154 

区分 種類 構造 床面積（㎡） 

主たる 
建物 

校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

１階 1,806.83 
２階 1,675.18 
３階 1,123.14 
４階 1,051.14 

(合計 5,656.29) 

附属建物 

変電室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 18.00 

倉庫 鉄筋コンクリート造セメントかわらぶき平家建 7.42 

倉庫 鉄筋コンクリート造セメントかわらぶき平家建 3.70 

機械室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 38.54 

機械室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 12.25 

倉庫 鉄筋コンクリート造セメントかわらぶき平家建 9.86 

倉庫 軽量鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建 38.88 

面積合計 5,784.94 

※防球ネット、池、水飲み場等の工作物、立木等を含む。
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